
＜学校適正規模・適正配置検討事業＞

西部地区地域意見交換会

○期日 令和４年８月２１日（日）
○時間 １０時～１１時３０分
○会場 西部中学校体育館



＜ 本日の次第 ＞

＜ １ 教育委員会からの説明 ＞

１ 本日の意見交換会の趣旨
２ 現状と課題（学校の小規模化、学校施設の老朽化）
３ 市の基本的な考え方
４ 国が示す方策
５ 保護者アンケートの結果
６ たたき台の提示
７ 保護者意見交換会の概要

＜ ２ 質疑応答・意見交換 ＞



＜ １ 教育委員会からの説明 ＞
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１ 本日の意見交換会の趣旨

○西部小学校、西部中学校の子どもたちの教育環境を
どのように良くしていくか

○教育環境を良くするための方策について、
市教育委員会として、現時点で答えはありません。
保護者や地域の皆さんと一緒に答えを探していきます。

○本日は、答えを決めるための場ではありません。

○あくまで、現状と課題などのご説明、意見交換の
時間です。



小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６
小・特別

支援 中１ 中２ 中３
中・特別

支援

児童
生徒数

26 32 20 35 31 43 8 41 55 56 5

学級数 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2

児童
生徒数

25 21 32 34 35 26 32 20 35

学級数 1 1 1 1 1 1 1 1 1

年度 項目
西部小学校 西部中学校

令和
４
年度

令和
９
年度
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２ 現状と課題①（学校の小規模化）

○令和４年度現在、小学１年生から５年生が１学級です。
令和９年度には、小中学校が全学年１学級になるもの
と推計されています。

※令和9年度推計は、令和4年4月時点における住民基本台帳に基づき推計したものです。令和9年度の特別支援学級については、現時点で
推計できないものです。

※学級数は、令和4年度現在の制度に基づき推計しています。
○小学校 ～ ①国の制度～小学３年まで35人学級。以降、学年進行で拡大（令和５年度は小学４年、令和６年度は小学５年、令和７年度は小学６年）。

②北海道の独自の制度～小学４年を35人学級。
○中学校 ～ ①国の制度～１学級40人。

②北海道の独自の制度～中学１年について、学年71人以上の場合、1学級35人（70人以下の場合及び中学２、３年は40人学級）。
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２ 現状と課題②（学校施設の老朽化）

学校区 学 校 棟区分 建築年度 築年数
（R4年度基準）

延床面積 階層 構造 備考

校　　　　舎
H17年度

（2005年度）
17年 4,499 3階 鉄筋コンクリート造 暖房設備（H17新設）

体　育　館
H17年度

（2005年度）
17年 1,258 2階 鉄骨鉄筋コンクリート造 暖房設備（H１７新設）

旧 校 舎
S４１年度

（19６６年度）
56年 1,034㎡ 2階 鉄筋コンクリート造 暖房設備（H18更新）

新 校 舎
H12年度

（2000年度）
22年 2,714㎡ 2階 鉄筋コンクリート造 暖房設備（H12新設）

体　育　館
H24年度
（2012年度）

10年 1,201㎡ 1階 鉄骨鉄筋コンクリート造 暖房設備（H24新設）

西
部
中
学
校
区

西 部
小学校

西 部
中学校
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３ 市の基本的な考え方①

○令和２年３月、市通学区域審議会からの答申を
踏まえ、適正規模に関する基本方針を決定。

小学校
１２学級 ～ １８学級

（１学年２学級 ～ ３学級）

中学校
６学級 ～ １８学級

（１学年２学級 ～ ６学級）
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３ 市の基本的な考え方②

○適正規模に関する基本方針は、学級数が少なくなるこ
とのメリット・デメリットを検討し、決定。

メリット デメリット

○児童生徒一人ひとりに目が届きやすく、

きめ細かな指導が行いやすい。

○学校行事等において、児童生徒一人ひとり

の活躍の機会を設定しやすい。

○異学年との交流の機会が設定しやすい。

○特別教室など施設の利用時間の調整が行

いやすい。

○全教員による児童生徒一人ひとりについ

て把握がしやすい。

○教員間の意思疎通が図りやすく、相互の

連携が密になりやすい。

○保護者や地域社会との連携が図りやすい。

○児童生徒が多様な意見に触れる機会が

設定しにくい。

○話し合い活動、体育科の球技や音楽科の

合唱・合奏のような集団学習の実施に制約

が生じる。

○クラス替えがないまま何年も過ごすと、

人間関係が固定化し、個々のチャレンジが

生まれにくいなどの弊害が考えられる。

○中学校では、免許外指導が生じ、教員の

教科指導の負担増とともに、適正な指導や

評価に影響が出る可能性がある。
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３ 市の基本的な考え方③

○適正規模に関する基本方針は、適正規模化等の検討が
必要な学校を考える上での基準。

○実際の学校の適正規模化や適正配置、学校を統合しな
いなどの選択にあたっては、教育機会の均等や教育水
準の維持向上を踏まえながら、保護者や地域住民の意
見、地域の特性などに応じて慎重に検討。

○６月２１日～７月１日 保護者アンケート
○７月１４日 保護者意見交換会
○本日の地域意見交換会
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３ 市の基本的な考え方④

○並行して、市学校適正配置等審議会にて審議。
○全市立学校の今後の在り方に関する基本的な考え方に

ついて審議。

市学校適正
配置等審議会

全 体

○調査審議事項１
本市の特性を踏まえた市立学校の配置について

○調査審議事項２
小中一貫教育の更なる推進を図るための方策について

○調査審議事項３
これからの学校施設に求められる機能について

保護者意見交換会
・地域意見交換会

個 別
具 体

○適正規模基準を下回る／今後下回る学校をどう良くする
か、個別具体に議論。

審議会、保護者意見交換会等の議論を相互に反映させ、議論を深める
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４ 国が示す方策

○文部科学省は、学校規模の適正規模化を図るための
手段を例示。

(1)通学区域の見直し
（隣接する大規模校の人数を減らし、小規模校の人数を増やす）

(2)学校の統合

(3)その他
①小中一貫教育の導入
②小規模特認校制度の導入（山村留学、漁村留学）

※様々な事情から(1)、(2)によって適正規模化を進めることが困難な場合、
小規模校のデメリットを最小化し、メリットを最大化する方策を検討

→ 文部科学省の例示を参考に、一緒に検討
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【2】児童生徒数及び学級数の将来推計について

（推計内容）

令和４年度現在、小学１年生から５年生が１学級です。
令和９年度には、小中学校が全学年１学級になるもの
と推計されています。

※令和9年度推計は、令和4年4月時点における住民基本台帳に基づき
推計したものです。令和9年度の特別支援学級については、現時点で
推計できないものです。

※学級数は、令和4年度現在の制度に基づき推計しています。（小学校
は、段階的に35人学級を導入し、令和6年度に全学年1学級35人以
下。中学校は、1年生のみ学年71人以上の場合、1学級35人。１年生
が70人以下の場合及び2、3年生は1学級40人。）

小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６
小・特別

支援 中１ 中２ 中３
中・特別

支援

児童
生徒数

26 32 20 35 31 43 8 41 55 56 5

学級数 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2

児童
生徒数

25 21 32 34 35 26 32 20 35

学級数 1 1 1 1 1 1 1 1 1

年度 項目
西部小学校 西部中学校

令和
４
年度

令和
９
年度

知っていた, 

36人,39.6%

知らなかった, 

55人, 60.4%

知っていた 知らなかった

５ 保護者アンケートの結果①
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【3・4】小・中学校の適正な規模について

36人, 

39.6%

43人, 

47.3%

12人, 

13.2%

小学校の適正な規模

１学年２学級以上が良い

どちらかと言えば、１学年２学級以上が良い

１学年１学級でも良い

37人, 

40.7%

43人, 

47.3%

11人, 

12.1%

中学校の適正な規模

１学年２学級以上が良い

どちらかと言えば、１学年２学級以上が良い

１学年１学級でも良い

５ 保護者アンケートの結果②
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【5】今後の市立学校に期待する教育環境
（多肢選択３つまで）

保護者や地域と密に連携をとりながら教育活
動を行うことができる

異学年と交流する機会が多い

理科の実験など体験的な学習や校外学習など
を機動的に行うことができる

様々な活動において一人ひとりがリーダーを
務める機会がある

一人ひとりに目が届いた、きめ細かな指導を受
けることができる

クラス替えを契機に、新たな人間関係を構築で
きたり、構築する力を身につけることができる

部活動やクラブ活動などの選択肢が多い

習熟度別指導やティーム・ティーチングなど
多様な指導を受けることができる

多様な意見に触れ、自らの考えを深めることが
できる

子ども同士が切磋琢磨することができる 25

32

25

54

45

49

10

8

5

9

５ 保護者アンケートの結果③
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【6～9】小・中学生の妥当な通学距離と通学時間

通 学 距 離

２㎞以内 41（45.1％）

３㎞以内 25（27.5％）

４㎞以内 24（26.4％）

６㎞以内 1（1.1％）

通 学 距 離

２㎞以内 14（15.4％）

３㎞以内 18（19.8％）

４㎞以内 35（38.5％）

６㎞以内 24（26.4％）

通 学 時 間

30分以内 75（82.4％）

45分以内 15（16.5％）

1時間以内 1（1.1％）

通 学 時 間

30分以内 48（52.7％）

45分以内 31（34.1％）

1時間以内 12（13.2％）

【小
学
生
】

【中
学
生
】

５ 保護者アンケートの結果④
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【10】今後の学校施設に期待する機能

その他

その他民間施設との複合化

その他公共施設の複合化

避難所などの地域防災拠点としての機能の充
実

地区センター、集会所などコミュニティ施設（地
域コミュニティ団体の活動の場）との複合化

学童クラブ、児童センターなど子育て支援施設
との複合化

公民館等の社会教育施設との複合化

学校体育館の地域開放（地区体育館機能との
複合化）

学校図書館の地域開放（地区図書館機能との
複合化）

PTAやコミュニティ・スクールの関係者が利用
できる部屋

（多肢選択３つまで）

7

31

37

5

47

13

45

7

3

2

５ 保護者アンケートの結果⑤



17

西部中学校区 ・民間の習い事事業者等が入り、学校内でできると良い。
・中学の部活動が少ないために他校に行く生徒が多いと思う。さらに増やしたい部活動の意
見も重視して欲しい。

広葉中学校区 ・自習室、友達とおしゃべりできる部屋、Wi-Fi環境のあるパソコン室、進路指導室（小学校
にも、中学は1年から3年まで誰でも入れるように）

・音楽室の地域開放(合唱団、ミュージカル団体などへ)。
・学校の持つ機能を地域開放する選択肢が複数ありましたが、教職員がその対応をするので
あれば反対です。教育に専念させてあげてほしい。

緑陽中学校区 ・習い事を学校で出来る事。もしくは習い事のバスの停留所と待機場所。
・昨今、遅い時間の徒歩帰宅は心配が多いので、中学生は距離に関係なく雪時期以外は自転
車通学を許可して欲しい。その為の駐輪場を整備して欲しい。

・子供向けの各分野のあらゆる習い事が学校でできるように、一般にも開放。ただし、子供
教室・教育に限る（アート・お花・習字・化学・パソコン・プレゼンの講義など）。

・親も共働き家庭が多く、放課後、子供たちだけの時間ができてしまうのが不安。大人
（親、親以外も含め）と子供が一緒に過ごせるコミニュティがあればいいなと思う。

・衛生的な飲料水が供給される水飲み場。休み時間に行列で水が飲めない学校環境は異常だ
と思います。衛生的なトイレ。安全な床。

・大人数が使える水飲み場。室内、室外両方。

北の台小学校 ・ボールパークができ、人口が増加する可能性があるのに、今併合の判断をするのは時期尚
早である。アンケートの項目も併合ありきな文言であるよう感じる。自由記述を増やし、
多様な意見を聞くべき。

その他自由記述

※施設に関するご意見以外についても掲載しています。

５ 保護者アンケートの結果⑥
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６ たたき台の提示①

○学校の適正な規模

（小学校）１学年２学級以上が良い … 39.6％
どちらかと言えば１学年2学級以上が良い … 47.3％

（中学校）１学年２学級以上が良い … 40.7％
どちらかと言えば１学年2学級以上が良い … 47.3％

○通学条件

（小学校）２㎞以内…45.1％ ／ ３km以内…27.5％ ／ ４㎞以内…26.4％
30分以内…82.4％ ／ 45分以内…16.5％

（中学校）３㎞以内…19.8％ ／ ４km以内…38.5％ ／ ６㎞以内…26.4％
30分以内…52.7％ ／ 45分以内…34.1％

⇒ 通学時間３０分圏内、一定の集団規模に対するニーズ
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６ たたき台の提示②

半径２㎞半径３㎞

※国土地理院HP地理院地図を基に市教委作成

西部小・西部中
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６ たたき台の提示③

⇒ 一定の集団規模、通学時間３０分圏内に対するニーズ
⇒ 地理的条件、交通条件等の地域特性

（たたき台）義務教育学校化

・小学校（６年制）と中学校（３年制）を一体化
・義務教育学校（９年制）として学校の集団規模を大きくし、
小規模校のデメリットを最小化し、メリットを最大化する。



21

※設置基準 ～ 1学級の児童生徒数、教諭の数、施設や設備の設置に係る基準
（出典）文部科学省「小中一貫した教育課程の編成・実施に関する手引」（平成28年12月）を元に市教委が作成

義務教育学校
小中一貫型小学校・中学校

（併設型）

修業年限
９年

（前期課程６年＋後期課程３年）
小学校６年、中学校３年

組織・運営 １人の校長、１つの教職員組織、加配1 それぞれの学校に校長１人、1つの教職員組織

教員免許
原則、小学校、中学校の両免許状を併有
※当面の間、小学校免許状保有者は前期課程、
中学校免許状保有者は後期課程の指導が可能

所属する学校の免許状を保有していること

教育課程
・９年間の教育目標の設定

・９年間の系統性・体系性を確保した教育課程の編成

施設形態
施設一体型 ・ 施設隣接型 ・ 施設分離型

（施設形態は問わない）

設置基準
（※）

前期課程は、小学校設置基準
後期課程は、中学校設置基準

小学校は、小学校設置基準
中学校は、中学校設置基準

標準規模 １８学級以上２７学級以下 小・中学校、各１２学級以上１８学級以下

通学距離 おおむね６㎞以内
小学校は、おおむね４㎞以内
中学校は、おおむね６㎞以内

６ たたき台の提示④
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７ 保護者意見交換会の概要

○たたき台で「義務教育学校化」が示されている。地域の実情によるとは思うが、
西部中学校区については、この形が一番理想なのではないかと考える。これによ
り部活動の人数確保等解消できる問題もあると感じた。

○この「義務教育学校化」というもののメリット、デメリットを踏まえて現状の
西部地区にこれが適正なのかという部分がピンとこない。

○現状の1学級35人という上限がありながらも、1クラスの人数を少なくし、複数学級
化を図ることで、少ない人数でも複数学級があった方が子どものためにも、また、
先生も目が届きやすくなるということで良いのではと考える。

○通学距離の範囲について、実際に歩く場合は直線距離よりももっと距離が長くなる
ので、範囲的な部分と通学時間がリンクしないのではないか。

※意見交換会の詳細は、市HP「適正規模・適正配置検討事業」で公表しています。



＜ ２ 質疑応答・意見交換 ＞



本日は大変ありがとうございました

＜北広島市教育委員会ホームページ＞

○適正規模・適正配置検討事業
https://www.city.kitahiroshima.hokkaido.jp/kyoiku/detail/00145459.html

○北広島市立学校適正配置等審議会
https://www.city.kitahiroshima.hokkaido.jp/kyoiku/detail/00145479.html

＜お問い合わせ先＞

北広島市教育委員会 教育部 教育総務課
（メールアドレス）edusoumu@city.kitahiroshima.lg.jp


